	内航海運暫定措置事業に係る

解撤等処理完了届


申請日　平成　　年　　月　　日


日本内航海運組合総連合会
会　長　　　　　　　　殿


申請者住所



申請者名



代表者名



電話番号


平成　　年　　月期申請の下記船舶について、解撤等が完了しましたので内航海運暫定措置事業規程実施細則第７条の規定により処理完了届を提出致します。

記

	申請者
	所轄運輸局
	　　　　運輸局　　　　　運輸支局・海事事務所
	登録(届出)日
	昭・平　年　月　日

	
	業種
	運送業・貸渡業
	登録(届出)番号
	

	対象船舶
	認定番号
	
	船質
	鋼・木

	
	船舶番号
	
	船種区分
	

	
	船名
	
	丸
	対象トン数
	
	D/W
m3
PS

	
	総トン数
	
	G/T
	
	
	

	
	解撤等区分/完了日
	解撤・海外売船・沈没
	／　昭和・平成　　　年　　　月　　　日

	添付書類（別表２）照合欄

	書類名
	申請者
	所属組合
	総連合会

	指－１
登録事項証明書の全部事項証明書（旧船舶原簿謄本）
※解撤等交付金交付申請時に提出済みの場合は不要
	
	
	
	

	指－２
解撤処理完了証明書（証明写真を含む）
	※解撤等区分が解撤の場合
	
	
	
	

	指－３-イ
輸出許可通知書又は輸出申告書
	※解撤等区分が海外売船の場合
	
	
	
	

	指－３-ロ
船舶受渡書
	
	
	
	
	

	指－３-ハ
海外売船に係る売買契約書
	
	
	
	
	

	指－３-ニ
再輸入しない旨の誓約書(指定様式のもの)
	
	
	
	
	

	指－４
全損保険金支払証明書又は

推定全損保険金支払証明書
	※解撤等区分が沈没の場合
	
	
	
	

	【内航海運業法に係る内航船舶使用関係】
	
	
	
	

	指－５-1
変更登録申請書（旧事業計画変更認可申請書）に管轄運輸局の受理印のあるもの及び変更登録通知書（旧認可書）


	
	
	
	

	指－５-2
届出船については、当該船舶の減少に係る届出事項変更届の届出

受理証又は同届出書に管轄運輸局の受理印のあるもの
	
	
	
	

	指－５-3
事業廃止届又は事業休止届
	
	
	
	

	備考
	


整理番号





実印





総連合会受付





　　　　　　　　　　





海運組合経由状況





受付　平成　　年　　月　　日





受付　平成　　年　　月　　日


所属組合


受付　平成　　年　　月　　日





様式Ⅰ－４

















